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当たりの都道府県別いじめ認知件数に大きな差が
みられた（文部科学省，2014）。1000人当たりの
認知件数が，京都府で99.8件であるのに対し，福
島県では1.2件という約83倍もの差が地域間で生
じており，地域的な不安定さがうかがえる。
　これらの問題の原因を，いじめの判断基準の不
統一や不徹底にあると捉えた文部科学省は，平成
26年度分の「児童生徒の問題行動等生徒指導上の
諸問題に関する調査」の一部を見直し，いじめの
認知に関するいくつかの事例を示し，どのような
場合にいじめとするのか共通理解を図り，いじめ
の判断基準の統一の下，全国に再調査を求めてい
る。
　そこで示された４事例については，事前に，全

問題と目的

　文部科学省（2015a）が発表するいじめの認知（発
生）件数は年度により大きく変動している。1985
から2013年度までの間の小中学校，高等学校の合
計認知（発生）件数の最大値は198,109件，最小
値は21,598件でありその差は９倍を超える。それ
は不登校児童生徒数の様に長期的に見れば漸増と
いう一定の変化ではなく，自死を伴う重大事案が
発生する度にその件数が大きく増加し，その後漸
減するというパターンを数度に渡り繰り返すとい
う状況で，安定しない。
　経時的な問題だけでなく，地域差の問題も大き
い。「平成25年度児童生徒の問題行動等生徒指導
上の諸問題に関する調査」では，児童生徒1000人
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県立総合教育センター（2015）は，加害者側の視
点から，叩く，からかう，暴言を浴びせるなどの
「能動的攻撃」，嫌な事をさせる「使役」，避ける，
机を離すなどの「忌避」，無視などにより精神的
苦痛を与える「受動的攻撃」に分類している。
　また，程度に注目したものには，深谷（1996）
の，喧嘩や意地悪などのいじめ，仲間外しなどの
いじめ，恐喝や暴力などの非行としてのいじめの
３分類がある。また清永（2013）は，ふざけやか
らかいなどの悪質性の低い行為による「表層いじ
め」，仲間外しやプロレスごっこなどの悪意を込
めた行為による「中層いじめ」，金品要求や暴力
行為などの非行行為による「深層いじめ」に分類
し，継続性，年齢，原因の複雑性，集団性，心と
身体への影響の視点を加えて把握することを試み
ている。
　いじめの認識に関しては，これまで様々な研究
が行われてきた。浜田・野田 (1995) は， ｢いじめ
の見えにくさの大きな要因の一つは，実は，いじ
めの行為そのものの見えにくさではなく， いじめ
が行われていてもそれがいじめだとは気づきにく
いところにある｣ と述べ，さらに ｢その行為一つ
だけをとってみれば，いじめだなんだと騒ぐほう
がおかしいと思われそうなことが，いじめそのも
の｣ とも述べており，いじめ問題の困難さのひと
つに認識の問題があることを指摘している。
　さらに，浜田・野田（1995）は，いじめの認識
について，実際の現場では言葉を判断する時点か
ら問題が生じているのではないかと述べている
が，文部科学省（2015b）が発出した事例の中には，
言葉の表現で具体的なものはなく，「ばかにされ
て」や「責められた」などの既に判断を含んだ言
葉が示されたのみであった。実際の教育現場では
表現の判断が難しい状況にあるにも関わらず，表
現に注目したいじめの判断基準に関する知見は十
分には提供されてこなかった。
　ところで岡本（2005）は，いじめ指導をめぐる
困難さに焦点を当て，どのようなことに現場の教
員が難しさを感じているのかということを追究
し，実態把握や，教師としての指導のあり方など

国から10の自治体が抽出され，それぞれの自治体
で，いじめと認知するか否かを18人（都道府県教
育員会1，都道府県立学校2，市区町村教育委員会5，
市区町村立小学校5及び中学校5の計18）に回答を
求めており，各自治体のいじめの判断基準の実態
を明らかにしている。そこで提示された事例の一
つである，体育のバスケットボールの時間にミス
を責められたり，みんなの前でばかにされたりし
たという，文部科学省によっていじめだと判断さ
れている事例において，いじめとすると回答した
ものの割合は，最も高い自治体で94％，最も低い
自治体で11％となっており，判断基準の不統一を
示すものとなっている。
　この再調査により，児童生徒1000人当たりの都
道府県別いじめ認知件数の差は前年度の約83倍か
ら約31倍（京都府 :85.4件，佐賀県 :2.8件）となっ
た。しかしその差は依然大きく，不安定さは解消
されておらず，判断基準が統一されたとは言えな
い。それは各学校はいじめの判断に苦しんでいる
という現状をうかがわせるものだとも言えよう。
　いじめの判断基準は，何をいじめだと捉えるか
といういじめの分類と密接な関係にある。内容や
程度など質や量，発達段階の違いを踏まえること
なく異なる種類の行為や理解が「いじめ」という
用語で総称されることは，適切な支援を阻害する
ことにつながるとも言えよう。
　文部科学省（2015a）は「冷やかしやからかい
･･」「仲間はずれ ･･」「軽くぶつかられたり ･･」
など種類と程度を同時に分類して「児童生徒の問
題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」を実
施している。国立教育政策研究所生徒指導・進路
指導研究センター（2013）は，暴力を伴ういじめ
と伴わないいじめを区別し，その発見も対応も異
なることを指摘している。その内容に注目したも
のには，悪口やからかいなどの「言語的ないじめ」，
無視や仲間外しなどの「精神的ないじめ」，叩く，
蹴るなどの「暴力的ないじめ」，悪いうわさや持
ち物に落書きをするなどの「破壊的ないじめ」，
金品を取る，持ち物をこわすなどの「略奪的ない
じめ」に分類した山本（2006）がある。また岩手
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を挙げる一方，「教師間の連携の齟齬」について
挙げている教師は少ないという結果を示してい
る。このことについて，岡本（2005）は「教師間
の認識のずれや連携の課題は，教師たちの一致し
た体制による指導を考えるとき，多くが直面する
基本的な課題なはずである。」として，教師間の
認識のずれを基本的な課題として挙げている。し
かし認識の差異を扱った先行研究の多くは「子ど
も対子ども」「子ども対教師」の関係に注目した
ものがほとんどである。邑本（1997）は教師と子
どものいじめの認知傾向の違いについて述べ，竹
ノ山・原岡（2003）は，被害者と周囲の者とのい
じめ判断がどのように違うのかについて述べてい
る。その一方で，教師間や教師と社会通念との差
異は十分に検討されてこなかった。
　以上のように，文部科学省（2015b）は，いじ
めの認識に関する基準が課題であると述べている
が，「ばかにされて」や「責められた」などの判
断以前の具体的な表現に関する基準については明
らかにされていない。また，教師間の認識のずれ
や教師の認識と社会通念とのずれに関して迫る研
究は見あたらない。
　そこで本研究では，人々がどのような言語的表
現をいじめだと認識するのかといういじめの認知
傾向とその判断基準について，教職志向の違いを
考慮しながらその表現に注目して明らかにするこ
とを目的とする。本研究では大学生を対象に教職
志向の違いをとりあげ，いじめに関する判断基準
について検討するが，ここで得られた知見は，教
師等の実態を明らかにしようとする際の有益な情
報になるであろう。

予備調査

　表現以外に統制すべき要素が何であるかを確認
するために，文部科学省（2015b）が発出した『平
成26年度「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸
問題に関する調査」の一部見直しについて』の依
頼文に示された４事例から，文部科学省がいじめ
と判断した３事例を用いて，いじめと判断する要
素を取り出した。抽出作業は研究者2名の協力の

もと行った。
　検討に用いた３事例は，先述のバスケットボー
ルの事例に加え，いつもかばんを持たせたり気に
障ることがあると蹴ったり叩いたりするという事
例と，暴力傾向と威圧的な態度を怖がる周囲と排
斥を感じる本人とのトラブル事例であった。
　その結果，いじめと認識する要素として以下の
通り９つの要素を取り出すことができた。
①前提条件（加害者および被害者のもつ特性にい
じめの認識が影響されるかどうか）
②表現（相手を傷つける表現かどうか）
③人数（加害者および被害者の人数の関係）
④空間（公の場か，私的な空間か）
⑤頻度（一度きりか，繰り返し行われるか）
⑥効果（加害者の行為が被害者の成長に影響を及
ぼすかどうか）
⑦加害者の意図の有無（加害者の行為に意図があ
るか，ないか）
⑧被害者の受容の有無（被害者がいじめであると
自ら認識しているか，していないか）
⑨苦痛（被害者が苦痛を感じているか，感じてい
ないか）
　これらは，清永（2013）の継続性，年齢，原因
の複雑性，集団性，心と身体への影響の視点と重
なる部分も多く，本研究で取り上げようとする言
葉としての表現以外のいじめを規定する要素であ
ると考えられた。「②表現」は本研究で扱おうと
するものであった。「⑨苦痛」は現行のいじめ防
止対策推進法の定義に含まれるものであるが，本
研究においてはこれも統制の対象として扱うこと
が必要だと考えられた。以下の調査ではこれらに
ついて配慮することとした。

研究Ⅰ

目的

　研究Ⅱで用いる，被調査者に，いじめにあたる
か否かの判断を求める言語的表現（言葉）を収集
する。

方法

１　調査対象者　教育学部に在籍する大学生25名
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２　調査時期　2015年11月
３　調査手続き　質問紙を配布し，各自で質問に
回答してもらった。
４　材料　

　文部科学省（2015b）がいじめと判断したバス
ケットボールの事例を用いた下の内容の質問紙を
用いた。
質問内容：以下の文章を読み，空欄部分に当ては
まる表現（言葉，セリフ）を，厳しい言い方から
軽い言い方まで程度を分けて，①～③に記入して
ください。複数ある場合は複数記入してください。
文章の内容は，学校生活での一場面です。＜体育
の時間にバスケットボールの試合を行ったが，球
技が苦手である A 君は B 君からミスについてみ
んなの前で　　　　　　と言われ，とても嫌な気
持ちだった。＞
①　厳しい言い方
②　普段の会話で交わされる軽い言い方
③　①と②の中間の言い方

結果と考察

　その結果，25名から96項目の回答が得られた。
整理にあたっては，予備調査で得られた知見を基
に，意味を複数に捉えられる部分や，受け止め方
に影響を与える「！」などの記号については削除
した。「～ね」のような呼びかけの終助詞は表現
を構成する言葉であるため，そのまま用いた。得
られた表現を，「具体的な願い」「自分の感情」「周
囲への勧誘」「排斥」「方向性のない願い」「限定」

「責任」「非難」「励まし」の９つにカテゴリーに
より分類した。その上で，厳しい言い方，軽い言
い方，その中間的な表現が不足するカテゴリーに
関しては項目を追加した。その３×９の，程度×
カテゴリーの項目数のバランスは，TABLE １に
示したとおり偏りが見られる。しかし今回の研究
では，学校生活の一場面における実際の表現につ
いて追究するため，なるべく得られた項目をその
まま用いることとした。以上の作業は研究者2名
の協力のもと行った。その結果，次の研究Ⅱで用
いる60項目を得ることができた。

研究Ⅱ

目的

　学校生活における児童生徒の言語的表現につい
て，人がどのようにいじめと判断するのか，その
基準に関して，教職志向の有無を考慮しながら明
らかにする。

方法

１　調査対象者　

　教育学部の教員養成課程に所属する小学校専修
の大学生60名，同じく中学校専修の大学生122名，
非教育学部の大学生60名（いずれも21～26歳）
２　調査時期　2015年11～12月
３　調査手続き　

　教育学部の中学校専修の大学生には，質問紙を
一斉に配布しその場で回答を求めた。小学校専修
の大学生及び非教育学部の大学生には，協力者を
通して個別に配布し，後に回収した。回答しても
らう際には，現在施行されている法律を考慮せず
に答えるという部分を口頭で強調した。
４　材料

（１）教職志向の程度

　教職志向の程度を調査するために，鈴木 (2014)

による問を用いた。これは教職志向についてその
強さを10～1の10段階で回答するものであった。
（２）言語的表現に関するいじめの判断

　研究Ⅰで作成した項目について，下のリード文
に従い，いじめと思う・思わないの二者択一で判
断させるものである。「事例文を読み，空欄部分

1 
 

TABLE １　程度×カテゴリーの項目数
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に1～60のそれぞれの表現（言葉やセリフ）を当
てはめ，その表現がいじめだと思う・思わない，
のどちらかに○をつけてください。なお，現在施
行されているいじめの定義（被害者の苦痛を尊重
する）については考慮せず，表現にのみ着目して，
あなたの考えをお答えください。」と質問した。
事例文は以下のとおりである。＜体育の時間にバ
スケットボールの試合を行ったが，球技が苦手で
ある A 君は B 君からみんなの前で，　　　　　と
言われとても嫌な気持ちだった。しかし B 君と
仲がよい C 君が，「かわいそうだよ。」と助けて
くれて，それ以来，B 君から嫌なことはされてい
ない。その後，A 君もだんだんとバスケットボー
ルがうまくなっていき，今では，B 君に昼休みに
バスケットボールをしようと誘われ，それが楽し
みになっている。＞
　その際，項目の順序が回答に影響する可能性を
考慮し，その順序の効果を打ち消すために，項目
の並べ替えを行い，6パターンの質問紙を作成し，
無作為に調査対象者に配布し実施した。

結果と考察

　まず，教員養成課程の小学校専修・中学校専修
の学校種と，教職の有無により調査対象者を整理
することとし，教職志向の程度について，6点以
上を＜教職志向有り＞，それを下回る場合を＜教
職志向無し＞とした。小学校専修においては，教
職志向有りの45名を分析対象として「小学校専修
で教職志向」群と名付けた。小学校専修で教職志
向無しの15名は分析から除外した。中学校専修で
は，教職志向有りが48名，教職志向無しが62名で
あり，それぞれ「中学校専修で教職志向」群，「中
学校専修で教職以外を志向」群と名付けた。非教
育学部においては，教職志向無しの49名を分析対
象とし「非教師志向」と名付けた。教職志向有り
の12名は分析から除外した。これにより，小学校
専修においては教職志向がある者だけが，非教育
学部においては全ての者が「非教職志向」となり，
中学校専修においては教職志向がある者とない者
に分割され，その群の特質を明確にすることとな

った。その結果，分析に用いられた対象は204名
であった。
１　クラスター分析による項目の分類と下位尺度

構成

　言語的表現の類似性について，クラスター分析
により検討することとした。いじめだと「思う」
の回答には「1」を，「思わない」の回答には「0」
を与え，近似の指標にはユークリッド距離を，樹
状図化には意味内容の分類に適しているといわれ
る Ward 法を用いた。群ごとに分析を行ったが，
ほぼ同一の結果が得られたので，群を分けずに分
析することとした。
　その結果，FIGURE １に示したとおり比較的
近い位置で結束する4グループが見出された。第
1クラスターは，「どんまい」「次は頑張ろう」な
どの項目からなり，励ましを表す項目群だと考え
られたことから『激励』と命名した。第2クラス
ターは，「どこ見てんだよ」「ちゃんとやれ」など
の項目からなり，相手の行為を取り上げこれに関
する評価を伝える項目群だと考えられたことから
『非難』と命名した。第3クラスターは，「A がい
なかったら勝てたのに」「死ね」などの項目から
なり，相手の存在を否定する項目群だと考えられ
たことから『排斥』と命名した。第4クラスター
は，「あーあ」「楽しくない」などの項目からなり，
発話者自身の感情を表す項目群だと考えられたこ
とから『不快』と命名した。各項目の平均を，各
クラスターごとに，降順で示したものが FIGURE

２である。
　クラスターごとに項目への反応を足し上げる下
位尺度を作成することを試み，内的整合性を検
討することとした。当該項目と他の項目の和の
Pearson の積率相関係数について，.3以下を除外
することとし，第１クラスターからは「気にする
な」「しょうがない」，第２クラスターからは「と
れるやつでつなごう」を削除した。これらの項目
は回答者によって，多様な意味に解釈されたこと
から，十分な相関係数がえられなかったものと考
えられた。それぞれの Cronbach のα係数につい
て，『激励』は .815，『避難』は .940，『排斥』は
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FIGURE １　言葉によるいじめの分類
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FIGURE ２　クラスタ－毎の各項目の平均（項目削除前）
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.872，『不快』は .904であり，内的整合性は確認
された。ここで作成された下位尺度は，構成され
る項目を足し上げ，項目数で除したもので，それ
ぞれ0～1の範囲に分布し，その点が高いほど，そ
れをいじめと考える傾向があることを表すもので
ある。
２ 下位尺度間及び教職志向の違いに関する分散

分析

　下位尺度間及び教職志向の違いによる判断基
準の差異について検討するために，教職志向×
下位尺度の2要因混合計画の分散分析を行うこと
とした。各条件の平均と標準偏差を TABLE ２に
示した。分析の結果，交互作用が有意であった
（F(9,600)=2.50, p<0.5, 偏η２=.026）。そこで，各
要因の単純主効果を分析した結果，『排斥』にお
ける教職志向要因，『不快』における教職志向要
因が有意であった。LSD 法を用いた多重比較の
結果，『排斥』においては「小学校専修で教職志向」
が，「中学校専修で教職志向」よりも有意に高
く（誤差の平均平方（以下ではMSe とする）＝
0.062,*p<.05），他には差はなかった。『不快』に
おいては，「小学校専修で教職志向」が「中学校
専修で教職志向」および「非教職志向」よりも有
意に高く（MSe=0.108,*p<0.5），他には差はなか
った。
　また，教職志向要因のすべての水準において
下位尺度要因が有意であり（MSe=0.032,*p<.05），
高い方から『排斥』＞『不快』＞『非難』＞『激
励』の順であった。

３　下位尺度におけるいじめの認知傾向について

（１）いじめの種類と重大性

　言語的表現について，いじめだと認知しやすい
順が，『排斥』＞『不快』＞『非難』＞『激励』
という結果であった。『激励』や『非難』は，相
手との人間関係の中で攻撃をし，『排斥』や『不
快』は，相手との関係を断ち切るという攻撃をし
ていると言える。相手との関係を断ち切る攻撃
について，岩手県立総合教育センター (2015) は，
受動的攻撃という分類で，いじめを整理してい
るが，『排斥』『不快』はこれにあたると考えら
れた。また，反社会的行動の中でも近年注目さ
れることが多くなった「関係性攻撃」について，
Crick, Wermer, Casas, O'Brrien, Nelson, Grotpeter, & 

Markon （1999）は，人間関係を操作したりその関
係を傷つける加害行為だとしているが，本研究に
おける『排斥』『不快』は，関係性攻撃の具体的
な表現であったとも考えられる。さらにこれは，
いじめの本態を人間関係を支配することへの嗜癖
だと捉える岸本・後藤・金子・岸本（2015）の主
張とも良く符合するものだと言えよう。これらに
より，いじめを，『排斥』『不快』という分類で捉
えることと，これが他の言語的表現よりも重大な
攻撃であることを示した本研究の結果は，現実の
認知傾向をよく示すものだと考えられた。
　また，相手に対する配慮が感じられるかどうか
という点も結果に影響していると考えられる。実
際の学校場面におけるクラブ活動や部活動などに
おいて，『激励』や『非難』は，仲間同士で互い

TABLE ２　教職志向の有無における４つの分類の平均及び標準偏差
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に鼓舞する場面では，よく耳にする言葉である。
このような言葉は普段から耳にする機会が多く，
相手を励まそうという配慮が感じられるために，
いじめとは認識されにくいと考えられる。これに
対し，『排斥』や『不快』は鼓舞する意図はなく，
相手に対する配慮が感じられないために，いじめ
であると捉えられやすいのではないかと考えられ
る。
　各教育委員会や教育センターによるいじめ対応
マニュアルには，言葉によるいじめとして「相手
が嫌がる言葉で攻撃する」という内容がしばしば
見られる（幌延町教育委員会，2009など）。この
ように，攻撃性のある『非難』がいじめの代表で
あるように言われることが多い。これを受けて，
人々がいじめの判断において，攻撃性に重きをお
くとすれば，『非難』はいじめと認識されやすい
と考えられる。しかし，本研究では『非難』は下
位にあり，むしろ容認される傾向がみられた。当
該町教委のマニュアルでも，「相手が嫌がる言葉
で攻撃する」の例として挙げられている具体例は，
「キモイ，ウザイ，クサイ，チビ，デブ，ブス，
バイキン，不潔，死ね」であり，それは本研究で
示された『非難』ではなく，『排斥』にあたるも
のであった。「相手が嫌がる言葉で攻撃する」な
ど抽象的な理解ではなく，「死ね」などの具体的
な表現による理解が適切な指導につながるという
示唆も，『排斥』の重大性に加えて，得られたと
言えよう。
　このように，『排斥』がいじめの中核であるこ
とに関しては，石飛 (1999) の「「いじめ」が排除
の現象であるという指摘は現在ほぼ自明のものと
して受け入れられている。それは学術的な議論の
中だけでなく，むしろそれ以前の日常感覚の次元
で，「シカト」を特権的な形象とする様々な「い
じめ」はまさに排除の現象として実感されてい
るだろう。」との主張とも良く一致する。国立教
育政策研究所生徒指導・進路指導研究センター
（2013）は，暴力を伴わないいじめに関し，その
指導の重要性と困難さを指摘しているが，それは
この『排斥』の問題を指すものだと言えよう。

（２）人権侵害と人の尊厳

　重大性について，４つの分類の順序からは，人々
が攻撃性ではなく尊厳を傷つけられたかどうかと
いう点に重きをおいていることがうかがえる。現
行のいじめ防止対策推進法第１条では，「この法
律は，いじめが，いじめを受けた児童等の教育を
受ける権利を著しく侵害し，その心身の健全な成
長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみなら
ず，その生命又は身体に重大な危険を生じさせる
おそれがあるものであることに鑑み，児童等の尊
厳を保持するため，いじめの防止等（いじめの防
止，いじめの早期発見及びいじめへの対処をいう。
以下同じ。）のための対策に関し，基本理念を定め，
国及び地方公共団体等の責務を明らかにし，並び
にいじめの防止等のための対策に関する基本的な
方針の策定について定めるとともに，いじめの防
止等のための対策の基本となる事項を定めること
により，いじめの防止等のための対策を総合的か
つ効果的に推進することを目的とする。」と定め
られている。この第１条に関して当該法の成立に
関与した小西 (2014) は，「この「児童等の尊厳を
保持」が本法における全ての条文解釈や制度の運
用解釈の基礎となる」と述べ，この法律により守
りたいのは子どもの尊厳だと主張する。
　つまり，『排斥』『不快』は，相手との関係を断
ち切ることでその尊厳を傷つけるものであること
から，重大なことだと認識されたと言えよう。そ
の一方，『激励』や『非難』がいじめと認識され
にくかったことは，相手への発話は，その関係を
維持する中でなされるものであり，尊厳は傷つけ
られていないと捉えていたものと推察される。特
に，『非難』については，たとえ攻撃的な要素を
含んでいたとしても，尊厳を害してはいないと判
断されたために，いじめだと認識する人が少なか
ったと考えられる。
　いじめ防止対策推進法第２条は，いじめの定義
について，「この法律において「いじめ」とは，
児童等に対して，当該児童等が在籍する学校に在
籍している等当該児童等と一定の人的関係にある
他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与え



246 熊谷　由実・山本　奬・岩間　安美

る行為（インターネットを通じて行われるものを
含む。）であって，当該行為の対象となった児童
等が心身の苦痛を感じているものをいう。」と定
めていることから，苦痛という点に注目されるこ
とが多い。しかし，苦痛だけではなく，尊厳が傷
つけられていないかという点に関しても，十分に
注目する必要があると言えるだろう。
（３）見過ごされるいじめ

　近年，実際に発生した自死を伴う重大事案に関
しての某市の報告書では，部活動の時間にパスを
取れなかった相手に向けて「キャッチ」と強く言
ったことや，「しっかりやれよ」と強く責めるよ
うに言ったこと等がいじめと認定されていたが，
本研究の結果に照らし合わせると，これらは『激
励』や『非難』に当たる言葉であり，いじめとし
て認識されにくい表現であると言える。発生時，
つまり日常においては，『非難』は見過ごされる
傾向にあり，後になってからいじめと認定される
ことがしばしば生じている。
　見過ごされる理由の一つに，それが子ども同士
が生活の中で成長していく機会として理解される
ことがあると考えられる。被害者の苦痛を軽視し
てはならないが，教師は，児童生徒を成長させる
使命を負っていることから，その機会を提供する
こととの両立に苦慮しているものと推察される。
たとえば小学校学習指導要領はその総則におい
て，児童相互の好ましい人間関係を育てることを
求めており，また文部科学省初等中等教育局児童
生徒課（2015b）は，いじめは社会性を身に付け
る途上にある児童生徒が集団で活動する場合しば
しば発生するものだと述べ，「言い過ぎてしまい
相手を傷つける」などを例示している。学校生活
の中で子どもたちが直面する嫌なことや失敗の中
には，確かに成長につながる機会となるものがあ
るのも事実であるが，一方で，尊厳を傷つけられ
る嫌なことや失敗には，早期の対応が必要になっ
てくる。現行法の発想は，いじめられたとする子
どもの苦痛を見逃さず，その全てをまずいじめと
捉え注目した上で，その中から尊厳を傷つけるよ
うな重大事態を徹底して防ぎ対応しようとするも

のだと考えられる。
　それは，いじめと呼ぶか否かを問わず，教師は
児童生徒間のトラブルに常に注視し，子ども同士
で解決を試みさせようとするのか，教師の介入に
よってより良い解決方法を獲得させようとするの
か，いじめと呼びその行為を社会的に許されない
逸脱や人権侵害だと教え込もうとするのか，また
犯罪として扱い適切な処遇をすることで再発を防
止しようとするのか，それぞれのレベルを査定し
ながら取り組み，「相互の好ましい人間関係を育
てる」ことを実践してきた教師の姿勢と共通する
ものだと言えよう。
　ところで，先に挙げた某市の報告書においてい
じめと認定された事案の中に，子どもの尊厳に係
る『排斥』や『不快』にあたる表現は見当たらな
かった。前節と前々節において検討したとおり，
いじめ事案，特に重大事態の検証にあたっては，
尊厳や人権を守る観点からの検討が求められると
言えよう。
２　教職志向の違いによる認識の差異

（１）学校種によるいじめの判断基準

ア　小学校専修で教職志向

　「小学校専修で教職志向」が，『排斥』『不快』
において，よりいじめと捉える傾向があることが
示された。これは発達段階に応じた教育を行おう
とする教師の指導態度によるものと言えよう。学
校教育法第29条には「小学校は，心身の発達に応
じて，義務教育として行われる普通教育のうち基
礎的なものを施すことを目的とする。」と定めら
れている。さらに，第30条には「生涯にわたり学
習する基盤が培われるよう，基礎的な知識及び技
能を習得させるとともに，これらを活用して課題
を解決するために必要な思考力，判断力，表現力
その他の能力をはぐくみ，主体的に学習に取り組
む態度を養うことに，特に意を用いなければなら
ない。」と定められている。これらの規定の背景
には，小学校段階が社会性など今後の学びの基礎
づくりの時期だとの理解があると言えよう。いじ
め問題に関しては，いじめの判断基準や認識が形
成される時期であるとの考えである。小学校教師
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には，「いま，適切な判断基準を教えなければ，
中学校や高校または社会に出たときに平気で人を
傷つける言葉を発する人間に成長しかねない。小
学生は社会の価値観を獲得する段階にあるので，
厳しく指導しなければならない。」と考える傾向
にあると推察され，これにより，「小学校専修で
教職志向」の判断基準が「中学校専修で教職志向」
よりも厳しい方に寄ったものと考えられる。そし
て『不快』にあっては，「非教師志向」より厳し
いものであった。「非教師志向」を社会通念と理
解すると，「小学校専修で教職志向」は，社会的
に理解されるいじめの基準よりも一層厳しい基準
を適用しようとしていることが示唆されたと言え
よう。
イ　中学校専修で教職志向

　その一方で，「中学校専修で教職志向」がいじ
めの判断基準が緩やかなものになったことに関し
ては，発達段階に応じた教育というよりも，現実
的な問題によると考えられた。文部科学省（2015a）
の「平成26年度「児童生徒の問題行動等生徒指導
上の諸問題に関する調査」について」では，暴力
行為の発生件数が小学校で10,605件であるのに対
し，中学校では32,986件と，約3倍もの数に増え
ている。そこには，日常的なトラブルが多くなる
思春期の課題がうかがえる。実際の教育現場の日
常においては，交わされる言葉が荒いものである
ことも珍しくはない。そこには，小学校段階に社
会的に望まれる価値観を獲得した後に，中学校段
階では社会の現実との調整に取り組むという思春
期の課題の変化の中で，その調整に失敗し逸脱す
る姿が見て取れる。その現実の中で，日常生活で
聞く表現の幅が「中学校専修で教職志向」では広
くなり，現実に即した判断になっていると考えら
れる。しかし教師は，その現実に押し流され基準
を曖昧にして，現に生じている尊厳を傷つけるい
じめを見逃すことがあってはならない。同時に文
部科学省（2015b）が指摘するように，子どもた
ちは成長過程で失敗するものであるから，たとえ
いじめの形で現れたものであったとしても，その
失敗を成長につなげることにも配慮する必要があ

ると考えられる。
　これに反して，『排斥』において「中学校専修
で教職志向」のみが「小学校専修で教職志向」よ
りも低い結果であった理由を，発達段階に応じた
指導が行われているためだと解釈することも不可
能ではない。教師が生徒間の失敗を成長の好機と
捉え，その基準を緩め生徒たちに判断を任せてい
るという，意図的な基準の引き下げである。しか
し，『排斥』は尊厳を傷つけるものでありその重
大性を考慮すると，尊厳を傷つけられている生徒
を放置しているとの解釈は現実的ではないと言え
よう。
３　今後の課題

　今回の研究では，研究Ⅲで使用した質問紙の項
目については，研究Ⅱで得られた表現をなるべく
変えずにそのまま使用した。したがって，『排斥』
や『激励』などの4つの分類における項目のバラ
ンスが均等ではないまま調査を進めることとした
が，項目の選定やバランスについては，改善する
必要があると考える。
　また，４つの分類のうちの『不快』に関しては，
質問紙に答える中で，自分自身の感情や思いを相
手に直接いうのではなく，方向性を定めずにつぶ
やいているという場面と，相手に向かって言って
いるという場面が被験者によって想定できてしま
った可能性が残る。被験者の捉え方が１つに定ま
らなかったことから，結果に影響が及んだという
ことも考えられるため，この点に関しても検討す
る必要があるだろう。
　さらに，今回の研究では対象を大学生としてお
り，それは実際の小中学校の教師の傾向に関する
仮説の生成にはおおいに貢献するものであった。
今後は，調査対象を教師とすることで学校教育の
現状を実証しなければならない。同時に，児童生
徒の理解についても追究することが期待される。
そのためにも項目の精選は必須と言えよう。
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附記

　本研究は，平成27年度岩手大学教育学部に提出
された卒業論文を再構成したものである。




